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研究成果の概要（和文）：2000年時点で，沖縄農業は環境適応的技術の発現という技能的性格を求められていたが，20
10年代には，「上からの技術」を通じて沖縄の不安定な生態環境に対処することが可能となり，農家間の技術標準化が
進んだ．一方，機械化が生産力上昇に貢献しないという沖縄農業の特徴は，基本的に変化していない．農家は，生産力
上昇のためには肥培管理技術（栽培技術）で対応していた． 
2000年代以降，農外就業機会における労働条件が悪化する中で，農家は家計費の充足を求めて，農業部門への傾斜をよ
り深めていた．この傾向は，離島部だけでなく農外就業機会が相対的に豊富とみられた本島南部においても看取された
．

研究成果の概要（英文）：Farmers or farming entities in Okinawa sought to bring in the adaptive technology 
to cope with the precarious ecological environment there till 2000s. However, due to technological 
advances which were diffused in 2010s by research organizations and governments, this burden are 
alleviated to the standardization between the farmers. Although, the characteristics that agricultural 
mechanization does not contribute to the agricultural productivity is essentially unchanged.
Since the 2000s，The working condition of rural labor market in Okinawa is so drastically worsen that 
farmers seeking fulfillment of household expenses inclined to the agricultural sector. This trend is 
perceived in south part of the Okinawa Island which were relatively abundant in employment opportunities 
as well as in outer islands.
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１．研究開始当初の背景 

 
財政状況の一層の逼迫に伴い，農業の現場

のみならず社会経済的研究でも，「農業への
政策的保護と自律のバランスをどのように
とるか」という問題意識が，ますます重要と
なっている．自律性を高める方向性として，
諸学問分野で一貫して強調されたのが，農業
構造の再編による，大規模な経営体を創出で
あった．亜熱帯島嶼という，生態環境上の大
きな制約を抱える沖縄でも例外ではなく，農
業構造再編を通じた農業の自律化が，土地利
用型作物であるサトウキビを中心に政策目
標化され，アカデミズムもこれを支持してき
た． 
申請者は 2000年前後に，復帰後 30年の沖

縄農業の到達点を探る研究を行い，沖縄の生
態環境下では，農業構造再編の結果生まれた
大規模経営が，必ずしも優位性を享受してい
ないことを報告した．その一方で，沖縄固有
の環境の諸要素を巧みに組み込み，かつ経費
節約的である農業技術が，各種の政策プロジ
ェクトの外郭で育成されていることを明ら
かにした． 
こうした農業技術は，生産者が，複雑な生

態環境や不断に変化する経済社会環境にお
かれながら，試行錯誤を繰り返す中で選択し
ている─環境適応的技術─．その内容や維持
するためのしくみは，時代や地域ごとに異な
る．申請者はこの技術選択の動的な過程（適
応的技術変化）を，それを規定したその時々
の環境とともに丹念に解明し，環境適応的技
術が農業経営の競争力向上に果たした積極
的な意義を示した．それから 10 年以上が経
過した 2010 年代の状況を確認する必要があ
る． 
ところで沖縄農業に関する研究状況は，上

のように生産力視点に立脚した分析が一定
の進展をみせる一方で，地域労働市場との関
連で農業構造を捉えるような研究は欠落し
ている．しかし，アメリカ軍統治ならびに離
島経済の下で特殊な展開をみた沖縄の地域
労働市場，さらにリーマンショック後の経済
動向が地域労働市場に与えた沖縄の地域労
働市場に与えた影響が不鮮明であるなど，沖
縄の地域労働市場の存在形態と農業に与え
る影響の歴史的関連に関わって，多くの課題
が不明のまま残されている． 

 
２．研究の目的 

 
（1）沖縄の環境との相互作用の中で現場

に蓄積されてきた「環境的適応技術」を体系
的に発掘・評価し,その普及可能性を検討する.
その作業を通じて自律的な沖縄農業再編の
方向を具体的に提案する． 
（2）沖縄農業研究に欠落していた，地域

労働市場の動態（農外就業のあり方）と農業
の展開方向性の関連を明らかにする． 

 
３．研究の方法 
 
本研究は事例研究の方法を採用した．その

際，沖縄農業における作物・部門のバリエー
ションと地域労働市場の展開程度を考慮し，
大型離島と本島園芸産地の 2地域で調査した．
前者からは宮古島市旧城辺町の 1集落，後者
からは糸満市の 1集落を選定し，農家調査を
行った（質問の内容は表 1），地域農業統計を
収集し相互に確認した． 
	
 

表 1	
 生産者調査での質問項目	
 

質問類型	
 質問項目	
 

基礎的情報	
 現在の労働力構成	
 

経営規模変遷と農地移動	
 

（慣行の影響も）	
 

農業機械・施設	
 

農業融資，補助金	
 

流通経路の選択	
 

農業生産力	
 作物選択（史）	
 

生産性・収益性・農業所得	
 

各肥培管理技術の試行錯誤過程	
 

ならびに最終選択	
 

圃場の生態環境への評価	
 

農外就業	
 農外就業（史）	
 

就業先の労働条件	
 

（賃金水準，地位など）	
 

	
 
	
 

４．研究成果	
 
 
（1）生産力視点：2010年代における環境適
応的技術の存在形態 
 

2000 年時点で，沖縄における農業生産は
農家に対して，環境適応的技術の発現という
技能的性格を課していた．これに対し 2010
年代には，防除・公衆衛生技術の開発・進展
など「上からの技術」を通じて沖縄の不安定
な生態環境に対処することが可能となり，農
家間の技術標準化が進んだ．このことは農家
の技能的性格の重要度が相対的に減じたこ
とを意味する．具体的には以下の通りである． 
①サトウキビについては，株出・春植とい



う集約的な体系が，防除農薬の普及によって
生産現場で再確立されつつある． 
②肉用牛繁殖経営においては， 2000年時

点で農家が牧草や配合飼料の選択や長時
間・継続的な飼養管理労働の投入によって克
服していた子牛の下痢が，効果的な予防接種 
の登場により重要問題視されなくなった．た
だし牧草の品質の問題は残っている． 
③園芸産地では，作付─収穫回転数を減ら

すことで，高温期の収穫を避け品質劣化を忌
避する体系が普及した．ただしこれは，農家
が環境適応的技術を追求（不利な生態環境下
で生産量達成）するというより，労働力高齢
化に伴う省力化を契機として達成されてい
たり，流通主体との関係変化（他作物の導入，
よりよい交易条件を提示する新たな主体の
参入）により，生産量を追求する必要が薄れ
たことによる．農家は，環境適応的になった
が，それはその技能的性格を駆使したからで
はなく，高温期の生産活動そのものをやめた
からである． 
一方で，機械化が生産力上昇に貢献しない

という，申請者らが示してきた復帰後の沖縄
農業の特徴は，基本的に変化していない．農
家は生産力上昇にあたり肥培管理技術（栽培
技術）で対応していることが確認された． 
 
（2）地域労働市場の存在形態と農業構造 
	
 
	
 
2000 年代以降，沖縄の農村では農外就業機

会における労働条件が悪化した．農家が農業
部門への傾斜を深める傾向が，離島部だけで

なく農外就業機会が相対的に潤沢とみられ
た本島南部においても看取された．	
 
離島部では，経営耕地を拡大したり，サト

ウキビからより交易条件のよい畜産に転換
したりする動きがみられる．その結果として，
農地市場の逼迫，農地貸し手の就農を契機と
した農地（借地）の急な引き上げ，ならびに，
かつてゼロ地代であった農地の地代化，が確
認された．	
 
本島園芸産地でも，農外就業機会に恒常的

に勤務していた壮年労働力の，農業（園芸部
門）への参入がみられた．ただしそれはただ
ちに農業における経営規模拡大・農地市場の
逼迫とならなかった．小農の成立下限規模が
園芸より高い，サトウキビからの転換であっ
たため，現行の耕地規模のまま，土地利用体
系を転換することで，目標農業所得を達成で
きるからである．経営耕地を拡大した場合も，
それは小農＝家族労働力の範囲を超えない
か，せいぜい常雇 1〜2 名の範囲に収束して
いる．すなわち現段階の園芸展開は企業的経
営の成立をみるほどではない．	
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